
１ 部会の位置づけ

２ 部会での検討状況

　本県は、当該世代の女性に働く場として選ばれていない。

（１）若い（就職期の）女性から選ばれるために

施策の目指すべき方向性 R5年度の重点的な取組み（例）

・女性が活躍している企業の情報発信
・県内在住時からの積極的な働きかけ、情報提供
・就活の段階に応じた情報提供
・発信すべきペルソナを想定し、デジタルマーケ
　ティングも活用した情報提供（企業自らの情報発
　信力の向上）

○県内在住時（中高生向け）のアプローチ
・女子中高生と女性管理職との交流機会の創出
・ＳＮＳ等を活用した情報発信

○大学入学後のアプローチ
・県内企業の情報提供の充実
・就活の段階に応じた情報提供
・女性が活躍する企業におけるインターンシップの開催
・女性が活躍中の企業が行う採用活動への支援

・若い女性が魅力を感じる業種・企業の増加

○若い女性が魅力を感じる業種・企業を誘致
・本県の魅力発信を強化
・本県における企業誘致の推進

○スタートアップを推進
・活躍が期待される突き抜けた起業家に対する集中的な支援を
　行いロールモデルを創出

・県内企業において、女性が働きやすく、活躍でき
　る環境づくりを推進（女性を取り巻く環境へ働き
　かける取組みの推進）

○企業の働き方改革・意識改革
・女性活躍に向けた企業への支援・啓発

○男性の家庭進出
・男性の育児休業の取得促進

○女性の能力向上・発揮
・女性の段階的なキャリア育成とネットワークの強化
・女性の健康課題への理解促進

①20代（特に20～24歳）の女性の転出超過が続いている（転入が少ない）。
②県内大学等に進学した県外出身の女性の約８割が就職期に県外に転出している。

出生数や婚姻件数が過去最少となった現状を踏まえ、少子化の進行に歯止めをかける対策について議論するため、コロナ禍におけるデジタルを活用した働き方の広がりや地方移住への関心の高まりなど、社会情勢や人々の意識の急激な変化
に伴う新たな課題等について協議する場である富山県成長戦略会議の真の幸せ（ウェルビーイング）戦略プロジェクトチームに、「少子化対策・子育て支援専門部会」を緊急的に設置。年度内３回開催予定。

＜委員＞中村委員（座長：エムスリー㈱取締役 エムスリーソリューションズ㈱代表取締役社長）、土肥委員（㈱ママスキー代表）、佐藤委員（NPO法人立山クラフト舎代表理事）、
　　　　天野委員（㈱ニッセイ基礎研究所生活研究部人口動態シニアリサーチャー）、小島委員（富山県保育連絡協議会会長）

○本県の20～29歳の人口（総務省：住民基本台帳）
　男性：46,936人、女性：41,602人（R4.1.1時点）
　（女性／男性＝88.6％）

○H28～R3の20～24歳の転入者、転出者を男女別にみると、転出数は
　男女でほぼ同数だが、転入数は女性は男性より約3,000人少ない
 （転出超過が続いている）。
→進学等で県外に転出した県内出身女性が、就職期に戻って来ない。

　・H28～R3 20～24歳の転入・転出状況
　　転出　男:9,874人、女:9,529人(差引 女性△345人)
　　転入　男:8,264人、女:5,369人(差引 女性△2,895人)
　（出典：富山県人口移動調査）

○県外出身の県内女子大学生等の約８割は県外に就職している。
→進学で県内大学等に転入した県外出身女性の県内定着率が低い。

　・県内高校生の進学状況　　　6,087人（実数）
    うち　県内大学等への進学　2,320人
　　　　　県外大学等への進学　3,767人

　・県内大学生等の就職状況（大学等からの聞取り）
　　　就職者　　　　男769人、女1,441人
　　　うち県内就職　男602人、女1,263人

　・県内大学生等(県外出身）の就職状況
　　　　　　　　　　　　　（大学等からの聞取り）
　　　就職者　　　　男583人、女481人
　　　うち県内就職　男128人、女 92人
　（出典：富山県労働政策課調べ）

（２）夫婦間のこどもの数の維持・増加に向けて
　アンケート結果（H29富山県「子育て支援サービスに関する調査」）によると、こどもを増やすにあたっての課題としては、「子育てや教育にお金がかかりすぎる」が最も多く、次いで「働きながら子育てができる職場環境がない」、
「自分又は配偶者が高年齢」の順で挙げられており、経済的理由や職場環境、結婚年齢の高齢化などが阻害要因となっていることから、様々な施策を総合的に推進していくことが重要である。

⇒結婚期の男女バランスを均衡させ、将来的に結婚・出産するであろう女性の転入・定着を促進し、女性を含めた子育て世代のウェルビーイングの向上を図るため、
　（１）20代前半の若い（就職期の）女性に選ばれるための対策の強化（とともに、結婚を希望する独身者のサポートの強化）
　（２）子育て支援施策をさらに充実させ、「子育てするなら富山県」を県内外に発信
　（３）アンコンシャス・バイアスへの気づきと解消、固定的な性別役割分担の見直し　を行う必要がある。  ※（３）については、ウェルビーイングＰＴで検討

　20代前半の若い（就職期の）女性に選ばれるための対策（転入促進・定着）

課　題

①県内企業の情報が若い女性に届いておら
　ず、就職先としての認知度が低い（若い
　女性がいきいきと働いているイメージが
　持たれていない）。

②若い女性が魅力を感じる業種・企業が
　少ない。

③若い女性にとって、就職先としての県内
　企業の魅力が不足している（女性のキャ
　リアに対する志向や働き方へのニーズに
　対応できていない）。

少子化対策・子育て支援専門部会について

本県の出生数は、昭和47年の18,975人をピークに減少し、令和３年には、6,076人と過去最少。出生数と関係が深い婚姻件数も3,548組と過去最少。

⇒出生数を増やすためには、（１）こどもを持つ基盤となる婚姻件数の増加、（２）夫婦間のこどもの数の維持・増加　が必要。

（１）婚姻件数の増加に向けて
　本県の20代女性の人口は男性より少なく、男女数が不均衡な状態
　（女性／男性＝88.6％）。

現　　状

■対策のテーマ 「若い（就職期の）女性＆子育て世代から選ばれる富山県になるために！」

単年あたり
△482人

➡ ➡➡

81%が転出

資料４



（２）子育て世代から選ばれるために

　子育て支援施策をさらに充実させ、「子育てするなら富山県」と県内外に発信（若い女性が理想とするライフスタイルを前提とする施策の実施）

施策の目指すべき方向性 R5年度の重点的な取組み（例）

・妊娠を希望する方への妊娠前からの支援に努める
　とともに、理想のこどもの数が持てる環境づくり
　を推進

○妊娠前の支援
・特定不妊治療費助成など、妊娠前の支援の強化に向けた取組み

・男性の育児休業の取得促進、病児・病後児保育の
　利便性向上など、子どもを育てながら働き続ける
　ことができる環境づくり

○子育てと仕事の両立支援
・男性の育児休業の取得促進
・病児・病後児保育の利便性の向上に向けた検討

・子育て家庭への経済的支援の充実
・社会情勢やニーズに応じた内容の見直し

○子育て家庭への経済的支援の充実
・国の出産・子育て応援交付金事業を踏まえながら、子育て
  応援券事業の運用等について検討

・支援者だけでなく、支援を必要とする方に届く
　情報発信
・子育て支援サービスを利用しやすい機運の醸成

○子育て支援サービスを利用しやすい機運醸成
・市町村と連携し、支援を必要とする方に子育て支援サービスを
　紹介
・子育て支援サービスのイメージアップ動画の配信など、
  利用しやすい機運を醸成

②子育てと仕事の両立支援の強化

③子育て家庭への経済的支援の充実

④子育て支援サービスの情報発信及び
　利用しやすい機運の醸成

現　　状

○理想のこどもの数（３人）と実際にほしいこどもの数（２人）に

 ギャップがある。

　・理想の子どもの数
　　1人:0.5％、2人:38.8％、3人:50.2％

　・実際にほしい子どもの数
　　1人:4.4人、2人:54.2％、3人:32.4％

　（出典:子育て支援サービスに関する調査（H29 富山県））

○育児休業取得率（R3年度）
　富山県　男性：  8.8％、女性：98.8％
　全　国　男性：13.97％、女性：85.1％

　（出典:賃金等労働条件実態調査（富山県）
　　　 　雇用均等基本調査（全国））

課　題

①妊娠を希望する方への支援の拡充


